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社会学は政策科学にどのように貢献しうるか
舩橘晴俊
はじめに
中央省庁でも自治体でも，これまでの日本の政策形成の組織において，中心(lりな
役割を占めてきたのは，法学や経済学の素養を持つ人々であったと言えよう。政策
形成という社会的活動価域における社会学の貢献は，法学や経済学や政治学に比較
して，これまで遥かに控えめであったように見える。
言い換えると，政莱形成に関心を持つ行政職員，議員，Tlj民，他分野の研究者が，
政策形成や政策科学に対する社会学の貢献の可能性を評Illiする場合，日本において
は全体的に見れば，社会学に対して必ずしも高い評価が与えられてこなかったので
はないだろうか。
そのような状況診断がそんなにはずれていないとすれば，それをLliみ出した妓大
の理由として，政策形成の文脈で[1本の社会学が生みlllして来た有効な研究や発言
が，相対的に少ないという事愉があるであろう。
もちろん，このことは，これまでの社会学的研究のあり力にllliIldがないというこ
とを意味するわけではない。社会学の扱う領域は広大であり，その１１１１論潮流も複雑
多岐にわたっている。社会学の['１には，直接的な社会''１１組解決への有効性という尺
度で，評llliすべきでないような多数の問題緬域や諸研究が，さまざまに存在する。
例えば，社会学研究史上の最高傑作の一つとされるマックス・ヴェーバーの宗教社
会学研究は，そのような評価ﾉﾊﾞ準によっては，的確に評llliすることはまったくでき
ないであろう。社会学的知が射栂の短い実111主義に閉じこもることに対する警戒は，
社会学の''１に根強く存在している。すべての社会学的研究が，政莱形成に直結する
べきものでもないし，またそのような評価基準を至上のものとするならば，それは
それで，社会学的研究や社会学像をゆがめることになるだろう。
だが，筆者の見るところ，社会学には，「社会ＩＭＩ題の社会学」とも言うべき膨大
な研究努力があり，その延長上に，政策科学に貢献することは，一定の条件のもの
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とでは大いに可能であると思われる。このことは，日本以外に目を転じると，より
理解しやすい。
たとえば，フランスの社会学において，組織社会学における戦略分析学派は，政
策決定過程や政策の成功と失敗の理論的また実証的な分析を通して，梢極的に，政
策形成や組織や制度の改革に対して，発言している。また，そのような貢献を行政
組織や企業など外部の諸主体から大いに期待されている')。
また，日本においても，筆者の所属する環境社会学会においては，学会の目的に
ついて，「本会は，環境社会学の研究に携わる者による研究成果の発表と相互交流
を通して，環境に関わる社会科学の発展および環境問題の解決に貢献することを目
的とする」（会}111，第２条）と定めている。社会学においても政策形成への有効性
を模索しようという潮流は，今日，次第に有力になってきているように思われる。
そこで，本稿では，社会学の政策形成，政策科学に対する貢献の可能性について，
次のような問いの分節を通して検討してみたい。
まず，政策科学の諸価域をどのようなものとして把握するのかという筆者の展望
をスケッチ的に提示したい。そして，そのような諸頒域に対して，社会学が固有に
貢献可能性を持つ３つの回路を検討してみたい（第１節)。次に，社会学の政策科
学に関する貢献の可能性を，より具体的に提示するために，社会制御過程論の文脈
(第２節）と規範理論の文脈（第３節）で社会学が提起しうる理論的諸視点を，き
わめて簡単ではあるが提示してみたい。筆者なりに構想する社会制御過程論の内容
の一端を紹介することを通して，社会学の政策科学への貢献の可能性を具体的な形
で表現することを試みてみよう。
第１節政策科学の諸領域に対する社会学の貢献の可能性
（１）政策科学の諸傾城
社会学と政策科学の関係を検討するにあたって，政策科学が扱う問題傾域にはど
のようなものがあるのかについて，まず考察してみよう。筆者は，政策科学とは，
社会科学の諸ディシプリン（すなわち，経済学，法学，社会学，政治学，経営学，
行政学など）にとっては，応用領域であるという考え方をしている。政策科学とは，
これらの諸ディシプリンに対して並存する位置にあるのではなく，交差する関係に
ある。また，政策科学は，およそ，あらゆる具体的な社会問題の領域にアプローチ
しうるのであって，特定の対象領域（例えば，地域問題，環境問題，福祉問題など）
によって定義されるものではないと考えている。
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このような捉え方を前提として，政策科学の課題緬域を示したものが，図ｌで
ある。いうまでもなく，これは政策科学の捉え方について－つの考え方であって，
ちがう視点に立てば，これとは異なる問題価域の体系が提示されるであろう。
図１の各課題傾城が，どのような主題を扱うものであるのか，また仮に，この
ような分け方を前提にした場合，それぞれの主題に社会学がどのように関係するの
かについて，milliに考察してみたい。
[１］ＩＨＩ題定義論と原因解明論
まず，「'１１１題解Iﾘ|論」とは，解決すべき問題がいかなるｌｌｌｉ質のものであり，どの
ようにそれが生み１１'されてきたのかということを解lﾘ]しようというものであり，そ
の内容はさらに「'１１１題定義論」と「原因解1ﾘ|論」とに分けることができる。
Ⅱ:lwil灘,蝋鮖馴.Ⅱ
図１政策科学の課題領域
このうち「問題定義論」とは，そもそも，何を解決すべき「１１１１題」とみなすかと
いう問題の定義自体の探求，Ｉﾘ}確化を課題とする。問題定義論は，llli値関心や価値
判断と密接な関係を持つものであり，規範EI1論の緬域にlMlみ込むという性格を持っ
ている。
社会'''1題の解決過秘においては，何が解決すべき問題であるのかということをめ
ぐって，当Zli者の|H1で対立が存在するということは頻繁に見られることであって，
政策科学という志ｌｉ１Ｉをもって，具体的問題を扱おうとした場合に，何が解決すべき
'111題なのかの定義の探求という課題を，回避することはできない。
問題定義論の文脈で，社会学は，いくつかの貢献の可能性を持つ。第１に，社
会学のフィールドワークは，一般に「現場からの問題発見」の可能性を提供してい
る。この現場主義的感覚は，政策科学にとって必要なものと思われる。第２に，
社会学には知識社会学や社会意識論などの蓄概があるので，それらが有効に駆使さ
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れれば，当事者がどのように問題を経験し，どういう「状況の定義」を有している
のかについて解明する視点を提供できる。すなわち，社会学は，文化的変数を可変
的なものとみなすことによって，社会問題の定義の前提である「共有された価値」
や「共有された常識」が可変的であること，それらが変化することによって，新し
い問題定義が可能になることを'ﾘ]らかにする。第３に，社会学における構築主義
的アプローチ（Spector,Ｍ・andLLKitsuse，1977＝1990）は，社会１１１１題の定義
を，要求提出行動と結びつけて把握すべきことを提起している。社会問題の定義に
あたって，主体的，主観的契1機が大切なことの自覚は，問題発見と問題の再定義を
導くものである。以上のような社会学の諸視点は，何が解決すべき社会的な問題な
のかについての定義が歴史的に変化し続けるという過程に，１１《明を与えるものであ
る。
次に「原因解明論」の課題とは，その問題がどのような諸要因の因果連関によっ
て生じてきているのかを，解明することである。この課題については，問題の特性
に応じて，自然科学的アプローチや人文科学的アプローチも，取り組みうるもので
あるが，社会科学的アプローチの場合には，原因解明という課題を，社会的要因連
関の中に探ろうとする。
この文脈で，社会諸科学の各ディシプリンの有効性が，それぞれに発揮されなけ
ればならない。ある問題がどのような要因連関から発生してきたのかを的確に解|ﾘ］
することなしには，その適切な解決策を考案することは不可能である。この原因解
|ﾘ}論の文脈においても，社会学は，実証的，また，理論的研究を通して，貢献の可
能性を持つ。その際，社会学の固有の長所，あるいは強みはどういうところにある
であろうか。この点については，第１に，社会学的な探求における，変数設定の
開放性と柔軟性とを指摘しておきたい。社会学は，個別の問題の特性に即した重要
要因を，そのつどの対象に即して発見し，それを把握する鍵概念を柔軟に創出しう
すプソェクテイブ
る。第２に，社会学は，社会事象を，主体的＝主観的な１丁為の集合という性格と，
オブゾェクテイブ
対象的＝客観的な社会システムという性格の二zliの'生質を持つものとして把握しよ
うとする。社会問題の解'ﾘ}にとって，このように行為主体と社会システムの両義性
に注目してアプローチすることは，必要かつ有効であると思われる。このような視
点が具体的にどのような内容と含意を持つかについては，第２節で概観してみた
い。
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[２］解決方法論と解決過程論
政策科学の第２の太きＭＨ域である「'１１１組解決論」とは，社会Ⅱ１１題の解決の方法
と過程を主題とするものであり，AMIiti的'１１１題と密接にかかわる「解決方法論」と，
事実認識の佃域に位世する「解決過樫論」との双方が含まれる。
「解決方法論」とは，ある社会|川題をどのように解決すべきかという課題に取り
組むものであり，その内容には，「規範的原Ⅱ''論」「(|i'|度・政策論」「政策分析評llli
論」「変革方法論」を考えることができよう。
規範的原'''１論とは，Ⅲi値判断|Ｍ１題についての普遍性のある規範的１J;(Ⅱﾘを探求する
ことを課題とする。例えば，「公共の禰祉」とは何か，「公益性」とは何かというこ
との探求はこの問題傾域に属する課題である。規範的原}111論の使命は，１１１題解決の
前提となるllli値判断の根拠を|ⅢＩ１化し確立しようとするものである。この課題は，
事実認識という経験科学の緬域の内部だけでは解答を与えることができないもので
あり，価値)|《'１断の伽域に踏み込むことが必要である。普遍性のある規範的原NⅡの探
求というのは難しい課題であるが，社会的にも学Ｉ１Ｕ的にも，さまざまな議論の蓄&!（
がなされてきている。たとえば，公害問題の傾城におけるＰＰＰの1ﾙ〔Ⅱ'１（Pollutcr
PaysPril1ciple）は，広範に共有されている規範的原１１１]である。また，規範理論の
領域において，近年，大きな影響力を発揮した代表的例としては，ロールズの『正
義論」（Rawls1l971＝1979）をあげることができる。
社会学的研究の｢'１では，規範理論への関心と学問的蓄ｉｌＩｌは相対的に小さいものに
とどまっているが，近年，規範IM1論の価域での研究も，漸次，増１１Ⅱしつつある（高
坂健次，１９９８;斎藤友里子，1998;宮野勝編，1996)。これまでの動向を回顧する
ならば，現Iitj的原1111の探求にあたって，社会学は，そのIi1jl有の理論的視点と事実認
識に立脚しながら，一定の貢献をなしうるものと考えられる。
「Ilill度・政策論」とは，個別具体的'''１題を解決するための，適切な｛lill度設計や政
策提言を課迦とする。冊||度や政莱は，目的逮成のための手段である。状況認識と手
段の制約を考慮した-ｔで，何が有効な制度であり，何が効果的な政簸であるのかを，
検討しなければならない。｛lill度や政莱は，法令化されたり予算措置を伴うことから，
法律学や財政学からのアプローチも不可欠であるが，社会学は，制度設計や政策立
案の前提となる現実の把握の段階で，貢献の可能性を持つ。
「政策分析評価論」は，個々の政莱の効果を分析し，かつ，なんらかの評価基準
の設定を前提にして，それを評Iilliしようとするものである。例えば，評llIi基準とし
て経済的効果を前提にして，各種の公共事業の効果を分析評価しようという努力は，
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近年，盛んになりつつある。政策分析評価論は，政策実施の事前にも，事後にも必
要となるものであり，また「制度・政策論」と表裏の関係にある。Ｉｉ１ｌ度や政策につ
いてのさまざまな選択肢（代替案）について，それぞれの政策効果を事前に分析・
評価し（アセスメント)，より優れたものを選択することが，合理性のある「制度・
政策」選択には必要である。また，事後的にも，政策効果を分析評価すること（モ
ニタリング）が，既存の｛|i１１度の修正や，新しいIlill度の§||出には，不可欠な作業課題
である。
「変革方法論」とは，↑'Ｉ度変革の内容や実現すべき政策が明確であることを前提
にして，どのような方法によれば，それを実現できるのかということを探求するも
のであり，その実現を担う主体として行政組織を想定すれば計画方法論として，社
会運動を想定すれば運動方法論として，具体化されるものである。社会学において
は，社会運動論の蓄積は，相対的に豊富にあるから，変革方法論についての示唆を
さまざまに提起することが可能である。
問題解決を事実認識の次元で探求するものが「解決過程論」である。すなわち，
解決過程論は，解決過程はどのような社会過程なのか，いかなる要因やメカニズム
が解決を妨げているのか，解決の成就の鍵になるのは，どういう要因や主体なのか，
といった一巡のテーマを探求する。この解決過程論においては，社会学の中でも，
まず，組織社会学（Fricdberg，Ｅ､,1972＝1989）や社会迎動論（塩原勉編，
1989）がさまざまに寄与しうるであろう。また筆者は，２節で述べるような形で
社会制御過程についての一般性の高い理論枠組みの構築に努めてきたが，それは，
解決過程論についての理論的視点を体系的に提示する試みという性格を持つ。解決
過程論は，経験的認識の頒域に位置するから，社会学的知見が直接に有効性を発揮
する傾城である。
（２）社会学の貢献の可能性
では，以上のような政策科学の諸課題に対して，社会学が貢献可能性を持つよう
などのような回路があるであろうか。個々の'１１１題緬域に即して，具体的にはどのよ
うな貢献の可能性があるのかについては，すでに述べてきたところであるが，ここ
では社会学の基本的性質にたちもどって，＿上記の諸課題に取り組む際の共通基盤と
なるような水準で，社会学がどのような可能性を持つのかについて考察してみよう。
ここで注目したいのは，「社会調査の意義｣，「社会システムと行為主体の理論的把
握｣，「規範理論の解明と埜礎づけ」という３つの論点である。
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［ｌ］社会調査の意義
社会学が，政莱科学に貢献しうる第１の１回Ｍ１としては，社会学の有する社会調
査の豊富なレパートリーがある。あらゆる社会科学は，社会についての情報の収集
をその営為の不可欠の契機としている。情報の収集を体系的に行うためには，社会
調査が必要である。社会諸科学のⅢ１１でも，社会学は，社会調査のさまざまな手法を，
もっとも蝋擶に股|;Ⅱしてきた学''１１と言えるのではないだろうか。
社会学の調査手法の２大潮流としては，フィールドワーク型調査とサーベイ型
調査とがある。フィールドワーク型調査とは，一定のフィールドに入り，問題の当
事者たちからの系統的なllilき取りと，そのｌｌＩ題にかかわるさまざまなりj象の観察を
通して，画的データを包括的に収集するような調査である。一つの社会問題の全体
像の把握とそれをめぐる要因連関の解明のためには，フィールドワーク型調査が不
可欠であることが多い。
サーベイ型調査とは統計的調査とも呼ばれるものであるが，定型化された質lUlと
ln1答選択肢を記戦した調査票をあらかじめ川意し，統計1111論に裏付けられたサンプ
リングに』,!づいて選択された１回|答者たちに，調査票へ１回|答・記入してもらい，｜回|答
結果を統計的手法によって，集計分析するような調査である。サーベイ型調査は，
世論調査や社会意識調査や社会移動調査などの諸傾城で，蝋富な研究成果を蓄械し
てきた。
政策立案(''1業と，１Ｍ実についての調査という作業は表裏の関係にある。このこと
は復論するまでもないことである。事実，良質の調査に立llIIlして堅実な政策形成が
推進された例は，数多い。社会調査が，政簸形成に有効に貢献したTITﾘU的な例とし
ては，例えば，ウエップ夫妻の仕事を，あげることができる（Wcbb,Sidneyand
BeatriccWebb，1932＝1982)。
ところが，行政組織の実情を見るならば，政策立案部'１１１や企画部'１１１において，社
会調査の本桁的教育を受けた人は，非常に少ないのではないだろうか。調査による
現状把掘と政莱立案は，表裏の関係にあり，有効な政策形成のためには，しっかり
した現状把'111が不可欠であるのに，「調査は'４１力ではできない’調査は外注すれば
よい」という風潮が，かなり根強いのではないだろうか。今後，行政組織の中で政
策形成努力を充実させていくためには，社会調査の専Ｉ１Ｉｊ的教育と経験をつんだ職員
が，政策形成部ｌｊ１１に1Mえて行くことが望ましい条件である。ただし，社会問題につ
いての社会調査が的1M1に遂行され，政策形成の場面で実質的貢献を果たすためには，
社会調査の担い手に，次のような一定の態度や資質が必要とされるであろう。
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それは第１に，現場主義的な感覚であり，現場に入って実態を知ることが，政
策立案作業の』志本において必要とされる。例えば，環境政筑の伽域から例を取りだ
していえば，責任と椛限を有する行政組織の職員が，フィールドワーク型調査の能
力を持っていれば，公害被害に対して，早い段階で，効果的な予防的対策や被害防
止対策をとれたのではないか，と思われる事(ｸﾘは数多い。水俣病事(!':はその代表例
である。
第２に，社会調査を通して有意義な知見を独得するためには，訓l査者が，未知
の事態に対して|)Mかれた感受性を持つことが必要である。調査の過i1I1を通して，自
分の抱く通念や常識を修正していけるだけの柔軟性が必要なのである。そのような
資質がなければ，外面的には調査を実施したとしても，その内容は貧弱なものとな
るであろう。
[２］社会システムと行為主体についての理論的把握
社会学が，政策形成に貢献しうる第２の回路は，社会現象についての理論的解'ﾘ’
である。政策形成にあたっては，どのような事象が生起しているか’だけではなく，
どのような社会的要因迎関によって，なぜ，このような事象がLIi起しているのかを
解明しなくてはならない。そのためには，社会諸事象を理論的に把掘することが必
要となる。それを「社会システムと行為主体についての理論的把握」と言うことに
しよう。
この回路をとおしての社会学の理論的貢献の可能性を示すためには，具体的な一
定の有効性を持つ理論装極を提示する必要がある。ただし，この理論的把握におい
ては，注目する社会'''１題のii伽によって，理論装置が多様なものにならざるをえな
い。
筆者は，これまで主として環境問題をめぐる地域紛争を[''心にフィールドワーク
を積み頭ねて来たが，この領域を前提にした場合’「社会システムと行為主体につ
いての11M論的把握」のためのｲ丁効な視点として，第１に，「Tl1場，計iIljil社会運動
の対抗ｌｌｌｉと＃１１１Ｍ｣，弟２に，「社会システムの二節の意味での両義性に注'二'した
社会Ilill御過程論」があると考えている。
第１の「市場，計imi，社会迎動の対抗性と}l11I11i性」という視点は，「市場と政府
のベスト．ミックス」論を，社会学的に一般化したものという性格を持つ。周知の
ように，経済学においては，経済政莱を論ずるにあたって，市場と計i山ｉ（あるいは
政府）のベスト・ミックスを探求するという'１１１題設定が，しばしばなされる｡その
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基盤にある考えは，市場は効率性の実現などのさまざまな長所を持つ社会制度であ
るけれども「市場の火lljuを免れ得ないこと，政府にもli1jl有の'３１題解決能力の限界
としての「政府の失敗」があること，それゆえ，両者それぞれの欠点を克服し長所
を生かすような最適な組み合わせこそ必要とされる，というものである。だが，経
済学において「ベスト・ミックス」が提唱される時，通附，視野に入っているのは，
市場と政府の二つに限られ，社会迎動の役割を経済学Hl1論内在的に位置づけること
は，ほとんどなされていないのではないだろうか。
これに対して，社会学の理論枠組みを使)ilすれば，ｔｌ:会'１１１題解ｔＭＭｌｉｌにおける社
会運動の械極的役割を，企業や政府の果たす役割との関係において，｜ﾘ]確に位置づ
け分析することができる。当然，どのような社会運動のあり方が望ましいのか，社
会運動と企業や行政組織がどのような関係を形成することが建設的なのか，といっ
た主題も，１１１１論枠糺lみ内在的に取り扱いうる。
市場，計画，社会迎動の三者の関係を厳密に分析するためには，第２の理論的
視点である「社会システムのこてEの意味での両義性に注lｌした社会ﾙﾘ御過程論」が
必要とされる。このI1l1論枠組みは，行政の実施する社会計Ⅲiと民衆が担う社会迎動
の相互作)'1のＩｌ１で，さまざまな環境問題・地域''１１題が|岬決されていくという社会(lill
御過程について注'三'し，その過ＩＩｌｉｌにおけるさまざまな二|i象についての「意味の発見」
と「規lIllllliの発見」を|=Ｉ指すものである。その核心をなす発想は，Ｉ<｣:会IIilI御の過程
オ
を「経営システムと支配システムの両義性」という視点から把握するととも|こ「対
フジ１ケﾁﾘブ サブリﾆクティプ
象的＝客観的システム」と「主(水(Ｉ<｣＝主観的行為」という視点から解|ﾘＩすることで
ある。このようなHI1論的枠組みの提供する視点については，本論の第２節におい
て，ふれることとしたい。
[３］規範Hl1論の解|ﾘ1と雄礎付け
政策科学の価域においては，規範的問題の取り扱いを避けることができない。し
かし，規iliu的'１１題の取り扱いは，経験的規l1111lliについての1ﾘ}究とは異なった困難を
提起する。それは，マックス．ヴェーパーの指摘するごとく（Weber,Max,1904＝
1998)，llIi値)|《'１断は経験科学的認識から導き11'すことはできないからである。
だが，社会学的な社会(lill御過ｉｌｉ１についての経験科学的知識は，現実の社会問題に
おけるⅢ[f〔》l1ll断をめぐる対立のIMi造を分析することを通して，また社会的合意形成
の可能性を高める諸条Ｉｌｌ:を分析することを通して，規llitiI1I1論的な平iIiiでも，一定の
貢献をなしうる可能性を有している。筆者が，規範理論の文脈で社会学の貢献の可
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能性を探求してみたいのは，さしあたって，次の３つの文脈である。それは，第１
に，「被格差'111題・被支配問題と経営l1U題の同時解決」という問題解決についての
公準の設定，第２に，「公共事業の成熟性の判定基準」の設定問題，第３に，「受
忍限度の定義をめぐる実体的埜準と手続き的埜準」という文脈である。
これらの問題文脈で，社会学がどのように貢献できるのか，ということについて
は，第３節で検討してみよう。
第２節社会制御システムの二重の両義性の把握
社会学が，政策科学に貢献するさまざまな回路を以上のように把握した場合，貢
献の道を具体的に切り開くための鍵になるのは，社会問題の発生と解決過程を焦点
としながら，社会システムと行為主体について把握する社会学的理論枠組みの構築
である。そのような理論枠組みを提出しえたⅡ+に，社会学は，まず，解決過程論
(あるいは政策過程論）に対して，独自の貢献が可能になるであろうし，さらに，
一定の規範的前提を設定すれば，政策分析評llli論にも，応用的に貢献が可能なはず
である。
筆者は，地域問題・環境問題という傾城を前提にした場合，「社会システムの二
重の意味での両義性に注目した社会(lill御過程論」という理論枠組みが，このような
要請に応える一つの可能性を提出していると考える。ここでは，その詳細な説明を
する紙幅はないが，この理論的枠組みの基本的な着眼について，簡潔に述べておき
たい。
（１）行為主体と社会システムの両義性
周知のように，これまで社会学理論の'１ｺには，さまざまな形での主体中心的アプ
ローチとシステム中心的アプローチが(＃存してきた。この二つのアプローチが出現
けプゾュクテイブ
する根拠は，社会そのものが，主体的＝主観的ｲﾃ為の集合であるとともに，要素的
オブジェタテｏプ
な行為主体に還元できないfill発的特性を備えた対象的＝客観的システムでもあると
いう二重の性格を有していることである。社会学理論の個々の理論枠組みの形成は，
この二重の性格の一面に注目して，そこに見いだされる特徴と論理を抽出するとい
う形をとらざるをえないが，社会学的認識を担う主体は，この意味での社会諸事象
の二重の性格に対して，開かれた感受性を持つべきだと思われる。すなわち，社会
学の扱う社会システムは，物Ｈ１学的システムや生理学的システムとは異なり，その
構成と作動の一瞬ごとに，諸個人の主体性と主観性が介入する。また，社会学の扱
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う行為主体は，社会システムの１１Jに包摂されている主体であり，そのことによって
さまざまな限定を受けている主体である。このことは，ミクロ的には，各個人主体
が「構造化された場」の中に置かれていること，各個人の行為は「構造化された場」
との相関において把握されるべきことを意味する。
社会事象が，社会システムと行為主体の両義性を有するという把握を前提にすれ
ば，それぞれに対応した理論枠組みが必要となる。では，どのような理論枠組みが
有効であろうか。ここで，社会|Ｈ１題の解決過程という価域を前提にして，行為主体
を把握しようとする場合には，紺織社会学におけるフランス学派が提示した「戦略
分析」（analysestrat6gique）が，一つの有効な視点を提示するように思われる。
戦略分析は，Ｍ､クロジエやＥ・フリードベルグらの著作（Crozier，Ｍ・’１９６３；
Friedberg,Ｅ11972＝1989;Crozicr,Ｅ`ｅｔＦ､Friedberg，1977）によって，理論
的な洗練が積み重ねられてきたが，その形成過程は，徹底した実証的研究からせり
上げられてきたという特色を持つ。
戦略分析学派の発想をいくつかの''１面から記してみよう。第１に，「戦略分析」
の基本的発想は，紺織や制度の作動の実態を，諸個人の行為のレベルにまで降りて，
解明しようというところにある。そこにおいて設定される人間像は，一定の「目[ｔｌ
な選択範囲」を前提にして，それぞれの固有の利害関心を「合理的に」追求する主
体である。組織論の学説的系譜の文脈に位置づければ，戦略分析は，「科学的管理
法」の人'111槻と，「人''１１関係論」の人間観のそれぞれの一面性を批判し乗り越えよ
うとするものである。フリードベルグによれば，「もし人llMは（科学的管理法の言
うように）一つの手や（人間関係論の言うように）一つの心であるのみならず，一
つの頭脳であること，すなわち－つの自由と一つの企図でもあることが認められる
ならば，人間の行為が戦略的であるという考え方を受け入れねばならない」
(Fridberg，1972＝1989,訳書５７頁)。
第２に，戦略分析は，協勵関係と勢力関係の内面的な辿関に敏感である。戦略
分析によれば，諸主体のあいだに形成される勢力関係の根拠とその作動の特質は，
それらの諸主体の間に形成される協働関係に深く規定されているのである。この視
点は，後述のように社会システムを「経営システムと支配システムの両義性」に注
目して把握する発想と親和性を持つ。
第３に，戦略分析は，方法意識として索lll的・発見的志向を有する。すなわち，
個別具体的問題の固有性に即して，その対象をめぐる固有の要因連関を，そのつど
新たに発見しようとする。あらかじめ固定的に設定された法則性命題を事例の分析
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に適用するのではなく，事例の分析を通して，そのつど新たに，重要な要因連関を
発見し，理論的鍵概念を析出しようとするのである。この方法の有効性は，個別の
環境問題の発生や悪化のメカニズムの解明に対して有効性を発揮しうる2)。
（２）経営システムと支配システムの両義性
では，社会問題の発生メカニズムと解決過樫の解明という課題を前提にした場合，
｢社会システム」という性格に即して，社会を把握する視点としては，どのような
理論枠組みが必要かつ有効であろうか。筆者は，この要請に応えるべく，「経営シ
ステムと支配システムの両義性」に注目した「社会制御過程論」の形成に取り組ん
できた。その詳細は別の機会にゆずらねばならないが，ここでは，この理論的視点
の基本的着眼を記そう3)。
社会(lill御過程は，政府と民衆の相互作用を』疎111に展開される。政府と民衆の相互
作用は，経営システムと支配システムというiilii義的性格を持つものとして把握され
るべきである。
経営という言葉の原義は目的の継続的達成ということであるが，経営システムと
は，経営課題群の継続的充足を志向した行為の総体からなるシステムである。あら
ゆる組織は，経営システムという(l1liIiiを持っているし，政府と民衆の関係も，政府
による行政サービスの提供という側面に注目するのであれば，経営システムにおけ
る関係として把握することができる。経営システムにおける主体を表す基本概念は，
｢統率者」と「被統率者」である。経営システムという文脈においては，一般に，
組織の長や政府は，統率者という性格を持ち，組織内のその他の主体や，政府に対
する民衆は，彼統率者という性格を持つ。「社会問題の解決」とは，経営システム
の文脈においては，「経営問題の解決」として定義される。経営問題とは，なんら
かの経営システムにおいて，複数の経営課題群を，手段の稀少性や，外的制約条件
のもとで，さまざまな困難に抗しながらいかにして|丙]時に達成するかという問題で
ある。一般に経営問題の解決は，当該の経営システムに正連動している諸個人の欲
求充足を促進するので，その失敗は，なんらかの欲求充足の失敗や低下を帰結する。
これに対して所支配システムとは，意志決定権の分配と正負の財の分配に関する
不平等な構造という０１１面から，組織や社会システムを把握するときに設定される概
念である。支配システムの文脈で主体を表す分析的概念は，「支配者」と「彼支配
者」であり，この両者はそれぞれ経験的には，「統率者」と「彼統率者」に対応す
る。支配システムを構成する二つの契機が，「政治システム」と「閉鎖的受益圏の
2９
階噌構造」である。前者は，意志決定権の分配のありかたにかかわり，後者は''１負
の財の分配についての（通`iii｢は）不平等なwlIi造を示すものである。政治システムに
ついては，階層''１１の正当性についての合意の樫度によって，正当|ﾘﾐが共有されてい
るものから欠如しているものにlrjlかって||『iに，「協調」「交渉」「対決」「ⅢI的排除」
という４つの状'11を区別することができる。閉鎖的受益圏の階層}Ni造については，
財の分配の平等なものから，不平等なものに'｢1かって，「平等型」「緩格差型」「急
格差型」「収奪型」の４つのlWi型を区別することができる。このうち，収奪型とは，
底辺部における受苦の存在を前提にして，上'1W部の特権的受益が可能になっている
場合を言う。財の分配における烙差の拡大と，政治システムにおける正当性の共有
の喪失とは，（目}ｌ１な言論が可能であれば）傾'fil的に対応する。
「社会問題の解決」とは何かということが，支配システムにおいては，階層'111で
分岐する。彼支配者にとっては，それは，「彼格叢ＩｌＩ１題」「彼支配'川題」の解決とし
て定義される。彼格差問題とは，不平等性を|ﾉ'１包する閉鎖的受益圏の階層'附造にお
いて，受益上，より不利な立場にある主体にとって，受益格差が解決すべき問題と
して自覚されたものである。例えば，過疎地においては，大都Tlj部との生活条件に
かかわる受益格差が，被格差ＩｌＵ題として意識されうる。被支配''１題とは，彼格差'Ｍ１
題をﾉﾊﾞ盤としつつ，その上に，何らかの苦ﾂﾞilや損害が発生すること（受苦性)，そ
の解決をめぐって支配者屑と彼支配者層が政治システムにおいて対立すること（階
層ｌＩＩ１の相剋ｌｌＩｉ)，苦liwを被っている彼支配者|岡が勢力関係において不利であり悪戦
苦闘を強いられること（受1IilIlli）という諸特徴が付け加わったものである。公諜の
被害は被支配ｌｌｌ１題の典型である。これに対して支配者層にとっては，被支配者胴に
とって被支配'''１題として経験される状況は，「支配|M1題」として経験される。支配
,川題とは，’='らの特権的な既得の受ｌｌＹ状態を防衛しつつ，政治システムにおける秩
序をいかにして１回|仮・維持するかという''１題である。例えば，公害の加害企業が，
彼諜者からのｉ１ｌｉｌｊｌｉ要求を}[i絶しつつ，被害者迎動をなんとか終息させようとするの
は，支配問趣の典型である。
経営システムの(',;!]Ｍ１の論'ql1と支配システムの作1IMIの論''1とは，複雑に相互規定し
あっているが!)，社会問題の解決過樫においては，①主として経営システムの文脈
における経営'''1題の解決過隠として把握しうる二|i(ﾀﾞ'|，②主要には支配システムの文
脈における彼格差・被支配'''１題の解決過程として把握しうるz'7例，③経営システム
における経営|Ｍ１題の解決と，支配システムにおける被格差．被支配問題の解決とが
絡み合ったこ'i例というように，大きくは|M1趣解決過程の３つのタイプを分けるこ
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とができる。このうち，③は，経営'''1題の解決努力と，彼格差問題・被支配問題の
解決努力が絡み合うゆえに，もっとも複雑な過程となる。
経営システムにおける問題解決と支配システムにおける問題解決の相互関係にお
いて大切なのは，支配システムが，さまざまな０１１面において，経営システムに対す
る枠組みを定義している点である。この枠組みの定義という点において最も重要な
のは，支配システムにおける被支配者(l１ｌｌ（社会迦動('''１）の要求提(1)が，経営システ
ムの作動の前提的枠組みである経営課題群の設定を変更しうること（すなわち再定
義しうること）である。例えば，企業経営において，あるいは政府の経済成長政策
において，なにを達成すべき経営課題として前提するのかということは，歴史的に
は変化してきている。日本においては，１９６０年代前半まで，「公害防止」という
経営課題は，企業においても政府においても経営課題として設定されていなかった。
しかし，公害反対連動が補償と防止を求めて要求を提出し，さまざまな紛争と裁判
において勝利を積み重ねたことにより，次第に，１９７０年代以後，公害防止という
目標は，企業と政府にとって内面化され，経営課題の一つとして設定されるように
なった。経営課題の一つとして設定されることによって，人員や関心や金銭や技術
といった経営資源が，その達成のために投入されるようになるのである。
経営問題の解決と被格差・被支配問題の解決の関係には，一般的には，正連動す
る回路と逆連動する回路とがあるが，社会問題の解決過程において，難しさが厳し
く立ち現れるのは逆連動する場合である。
一般に，支配者（統率者）の立場にある主体は，経営問題の解決に対して敏感で
あるが，被格差・被支配問題に対しては〆傾向的に鈍感である。これに対して，彼
支配者（被統率者）の側は，被格差・被支配問題に対して敏感であるが，一般的に
は，支配者（統率者）ほどには，経営問題の解決に，関心を寄せない。経営問題の
解決と被格差・被支配問題の解決が逆連動する状況においては，両者の立場は対立
し，時に，激しい紛争が生ずる。企業経営者と労働組合の紛争，行政と社会運動の
紛争には，このような利害関心と敏感さの相違と対立が，繰り返し現れるのである。
この逆連動問題についての妥当な解決の道の探求は，単なる社会(lill御過程について
の事実認識という文脈を超えて，政莱科学における規範的問題へと我々を導くもの
である。
この課題は次節においてさらに検討されるが，その前に，社会州１１御過程論につい
て，さらに，どのようなより複雑な対象領域があるのかを紹介しておきたい5)。
［ｌ］社会制御過程の階層性。個別の問題解決努力，（|ill御システム，メタ制御シ
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ステムという３層構造に注目した社会制御過程の把握。日本とフランスの新
幹線公害対策の比較を事例にした研究（舩橋，1990）が，この主題について
の例証となるであろう。
[２］複数の社会制御システムの交錯性。例えば，環境制御システムが，経済制
御システムと市場システムへの介入を深化させつつあるという視点から，今日
の環境問題の解決をめぐる社会変革と社会変動の方向を把握することができる
（舩橋，1998)。
[３］制御過程に関与する複合主体としての行政組織。「政府の失敗」を組織社会
学的に分析する場合には，組織という主体が，諸個人・諸部局といった要素主
体が集積した「複合主体」であるという理論的視点が有効である。例えば，
1950年代の熊本水俣病事件に対して，なぜ，行政組織（自治体の各部局，政
府の関連省庁）が適切な対応に失敗し，被害の拡大を招いたのかは，複合主体
論の視点によってこそ解明されるであろう（舩橋，2000)。
[４］システム・主体・アリーナの相互連関･現実の社会問題の解決過程におい
ては，複数の経営システム／支配システムが，それぞれの代弁者が出会う「ア
リーナ」を媒介に連結され，相互に連動しながら，さまざまな努力が展開され
る。この過程は，システム・主体・アリーナの相互連関に注目してこそ，明ら
かになるが，たとえば，整備新幹線建設問題や旧国鉄長期債務問題などは，こ
のような視点から，分析することが必要である（舩橋・角・湯浅・水澤，
2001)。
第３節両義性論から導出される規範理論への示唆
以上のような，社会制御過程を「経営システムと支配システムの両義性」という
視点から把握する視点に基づけば，規範理論の文脈で，どのような貢献をすること
ができるだろうか。ここでは，さしあたり，「社会問題解決についての規範的公準｣，
｢公共事業の成熟性の判定基準｣，「受忍限度の定義をめぐる実体的基準と手続き的
基準」という３つの論点を取り上げることにしたい。
（１）被格差問題・被支配問題と経営問題の同時解決
社会制御過程を経営システムと支配システムの両義性に即して把握することによ
って，規範理論の文脈で，まず可能になるのは，社会問題解決についての次のよう
な規範的公準の提出である。それは，「経営問題と先鋭な彼格差問題・被支配問題
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の同時ｌＷｕということが，社会''１１題の解決においては必要だという公準である。
この公準の意味するところは，社会|M1題の解決と言った場合，経営システムの文
脈では経営問題が解決されなければならず，支配システムの文脈では先鋭な彼格差
'１１題を緩和し，彼支配'''１題をlWW1liしなければならない，ということであり，この片
方のみの解決は，欲求不満と紛争の永続化を引き起こすから，真の意味での|Ｍ１組解
決にならないということである。
容易に見てとれるように，経営l1H題の解決努力と先鋭な彼格差問題・被支配問題
の解決努力とは，正連動する場合もあれば，逆連動する場合もある。頭要なのは，
iilij者が逆連動する場合に，どのようなｌｊｉ(理原llllによって，iilij者のトレードオフを決
着づけるかというこてとである。これは，ロールズの言う「優先lllii序」の'111題であ
る（R(lwls，1971＝1979,C1lal)terl-8.)。この間趣について，筆者は，ロールズ
の「逐次的''１，序」というlj畑1による解決が必要だと考える。すなわち，先鋭な彼絡
差・被支配問題を解決することが，まず優先されるべきであって，その条件が満た
されることを前提として，経営システムにおける経営''１１題が解決されるべきである。
いいかえれば，支配システムにおける彼格差・被支配''１題を解決することを前提的
な枠組み，あるいは制約条件として，そのつどの経営システムにおける経営|川題解
決努力がなされるべきである。
このような考え方の適11)を例示してみよう。例えば，企業経営においては，利ｉＭ
追求のために，何をやってもよいというわけではない。利潤追求を優先するあまり，
公害を１１'し続けるとか，安全設llliを省略して労働災濟を多発させるとかは，許され
ることではない。公害や労災という形での被支配問迦をリ|き起こさないというIlill約
条件を枠組みとして，その前提のもとで，経営'''１題のｌＷＩｌ決努力を行うべきである。
（２）公共事業の成熟性の)l1ll定』(準
「経営'１１１題と先鋭な被絡差'１１題・被支配lIUll題の同時解決」という規範的公準と部
分的に亜なるが，より限定された課題に対する，もう一つの規範的公準を，「経営
システムと支配システムの両綻'１１輪」から，導き'1付ことができる。それは，公共
事業の成熟性／未熟性を判断する規範的基準である。公共事業についての経済学的
な評Iilli」H1準としては，「費用便益分析」というアプローチがある。だが，本楠で採
用している社会学的な視点に立脚すれば，より多次元の評１１１雌準を設定することが
可能である。ここでは，支配システムにおける二つの評'１Ｍ;準と経営システムにお
ける二つの評Iilli基準を，表ｌのように設定しうるという考え方を提示することに
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しよう。支配システムにおいては，それを|Ⅲ収する二つの契機である「政治システ
ム」と「lyI鎖的受益圏の階１画構造」に対応させて，評価基準を設定し，経営システ
ムにおいては，「|]的の設定」と「手段の選択」という次元に11|Iして評llli基準を設
定することができる。
表１公共卵業の成熟性判定の４基準
成熟した公共事業とは，４つの次元において，それぞれ，社会的合意形成，受
益の平等|小受苦の回避とNi償，ネ'2会的需要との適合，最適な手段の選択，という
条件を満たすような事業である。反対にこの４つの次元において，これらの条件
が欠ﾑⅡすればするほど，未熟な事業となると言うべきである。個々の公共事業計１１ｍ
において必要とされることは，これらの４つの次元のそれぞれに即して，成熟ｌｌｌｉ
を高めるような努力をすべきことである。そして，公共Ｚ１ｉ業をめぐるllillKI設計にお
いて必要なことは，どのような制度的枠$|Iみを用意した場合に，これら４つの次
元における成熟性が，傾ｌｒ１｢１９に高まる可能ｌｌｌｉが増すのかを検討することである。
（３）受忍限皮をめぐる実体的ﾉﾊﾟ準と手続き的』ｉＷｉ
以上のような二つの規範的公準の設定は，Ｉｌｌｌ象的・ILI1念的水準においては，多く
の人々の同意を得ることができるかもしれない。しかし，だからといって，個別具
体的な'１１１題の解決に対して，これらの原'1'|がただちに，有効に作)||しうるわけでは
ない。そのＨ１![１１は，「先鋭な彼格差llI題，被支配問題」を内容的にどのようなもの
として把握するのか，何をもって「受益の急格差の発生」や「受苦の発生」とみな
すのか，ということをめぐって，利害当事者の間で，見解の対立が頻繁に生起する
からである。このことを「受忍限度の定義'''１題」と言うことにしよう。
受忍限度の定義lIM題の例をあげよう。名古屋新幹線公害訴訟（1974年提訴）に
おいては，当ｌ１ｌｉのjl1害者である旧|玉|鉄の１１)している騒音や振動が，受忍限度内かど
うかが，厳しく争われた。ｌｌｉ(告(=ＭＭＩ'１の主１１iによれば，新幹線の高速走行に伴う駁
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音や振動は深刻な生活破壊をもたらしており，受忍限度を超えているから，損害賠
償と減速による公害差し止めが必要である，とされた。これに対して，被告の国鉄
側の見解は，原告住民の被っている騒音や振動は，受忍限度内であり，その損害賠
償と差し止めの請求は退けられるべきである，というものであった。一審判決，お
よび，二審判決はともに，損害賠償を認めたが差し止め請求は認めなかった（舩橋
ほか，1985)。
この受忍限度の定義問題と絡み合っているのが，「受苦の補償可能性・防止可能
性の判定問題」である。筆者は，１９９９年１１月，通産省内に設置された「原子力
社会科学に関する検討会」という研究会で，「原子力発電をめぐる社会的合意形成
はなぜ困難か」というテーマで報告する機会を得た。その出席者は，原子力発電の
推進を肯定的に評価する人々がほとんどであったが，抽象的なレベルにおいては，
｢経営問題と先鋭な被格差問題・被支配問題の同時解決」という規範的公準に同意
する意見が表明された。その限りでは，報告者である筆者と他の参加者の間に規範
的原理についての合意は得られた。しかし，その規範的原理を具体的な原子力発電
の推進政策の是非の評価という水準におろしてくると，放射性廃棄物問題を含む原
子力発電の安全性に懐疑的な筆者と，原子力の安全性を信ずる他の参加者の間には，
厳しい意見対立が生じた。つまり，原子力発電に伴うリスクをどう評価するかとい
う問題，一般化すれば，受苦の補償可能性・防止可能性をどう評価すべきかという
問題をめぐって，鋭い見解の対立が生じたのである。
さらに，問題文脈をより限定して，公共事業の評価をする場合にも，本質的に同
様の問題が「複数次元の評価基準の総合化問題」という形で現れる。一般に公共事
業を経営システムの側面で評価した場合，一定のサービスが提供されるという限り
では，肯定的に評価できることは多い。しかし，同じ事業を支配システムの文脈で
見れば，公害問題や自然破壊などの負の随伴帰結をしばしば伴う。そこで，プラス
の効果についての評価とマイナスの効果についての評価をどのように総合化したら
よいかが問題となる。各地の公共事業をめぐる紛争は，この評価の総合化にかかわ
るさまざまな困難を示している。
以上のように，「受忍限度の定義」「受苦の補償可能性の判定」「受苦の防止可能
性の判定」「複数次元の評価基準の総合化」といった諸問題をめぐっては，具体的
な争点をめぐって当事者同士の問での意見対立が，頻繁に生じるのである。この意
見対立を調整して〆何らかの社会的決定や社会的合意形成を実現するにはどうすれ
ばよいのだろうか。
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ここで，規範的判断をめぐる，実体的基準と手続き的基準のそれぞれの意義の確
認と洗練努力，さらに，それらのⅢlみ合わせの探求が必要になる。
実体的埜準とは，上記の諸lII111Liに対して，実質的・内容的な判断基準を定めて調
整しようというものである。例えば，公害問題にかかわる「受忍限度の定義」につ
いて，各種の汚染物質や騒音・振動などについて環境離準を定め，それ以上のﾉﾘ染
などを伴う行為は禁止されるが，それ未満であれば許容されるというようにするも
のである。実体的基準が実質的に合理的なものであり，それについての社会的合意
が安定的に存在すれば，これによって，規範的lMiについての決定をくだすことが
できよう。しかし，現実の多くの紛争においては，規範的|Ｈ１題をめぐっての有効な
実体的基準の欠如が見られる。それには，争点となっている新しい問題をめぐって，
まったく制度化された規範的J１(準が欠如している場合もあるし，形式的には実体的
li1i準が定めれていても，当耶者たち（あるいは，少なくともその一部分）にとって
は，実質的合理性が欠如しているために，Ｊ|綱(｛の妥当性に対する社会的合意が欠如
している場合もある。
このような状況においては，「ﾉ,1準設定の手続き」の洗練によって，問題に対処
することが必要となる。例えば，樫澤（1994.95）は，産廃処分場建設ＩＨＩ趣をめ
ぐる紛争の分析から，「実体志liil」と「プロセス志lril」との差異を分析し，「プロセ
ス志|可」へのシフトが，合意形成の可能性を商めた二}Ｗ１ｌを紹介しているが，この着
ｌｕは，本稿における「手続き的A1i準」の重視という論点に照応するものである。
このような示唆を社会Ｉｌｉｌｌ御過11,輪の文脈において一般化するならば，「受忍限度
の定義」「受苦の補償可能Ｉｌｌｉの)l1ll定」「受苦の防lL可能性の判定」「複数次元の評I1Ii
lK準の総合化」などの判定''１１題について，どのような「手続き」を設定することが，
実質的問題解決に有効であるのかを探求することが課題となる。つまり，それは，
｢実体的基準」の設定にかかわる諸lfl難や紛争の打|刑の道を「手続き的雄準」の整
OMIによって切り開こうというものである。社会IIilliilll過程論は，このような形でil1設
定された規範理論上の問題に対して，実証的かつEl1論的検討を通して，貢献しうる
と考えられるのである。
紺 び
本論では，第１節において，政策科学に対する社会学の貢献の一般的な可能性
を検討した上で，第２節において，政策過混のｌＭｉ(・分析という課題と規範的'１１｝
題の解|ﾘ1という課題に対して，同'1ｷに有効性を発ｉＩ１しうるようなE１１論枠組みとして
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の「社会↑||御過程論」について，概略的な提示を試みた。社会制御過極論は，まず
解決過ｉ1,輪の文脈で政莱順伴に対して貢献しうると考えられるが，さらに，第３
節で検討したように規範Iql1論の緬域においても，応１１１可能|/|iを持つものである。次
に必要な('１;業は，このようなIll1論的視点を使いながら，｜Ⅲ'１具体的な政策的'１１１題に
取り組むことである。そのような作業は同時に，このようなHl1論的視点が，はたし
てどこまで，現実のｌｌＩｌ題の解lﾘ1と解決に有効であるのかについて検証することを意
味するものとなるであろう。
注
l）戦略分l1T学派の''1心的llU点となっているのは，フランスのＣＮＲＳ（国立科学研究所）
のｌ研究所であるＣｅｎｔｒｅｄｃＳ()ciologiedesOrganisati()１１ｓ（CSO，組織社会学研究
所）である。ＣＳＯはパリに所ｲ[し，その初代の所長は，MicllelCrozierであった。
2）：1WU1l筐I身の試みた例としては，熊本水俣病|(1)題の充Lli仙人過朧における行政組織の
対処の誤りの分析がある（舩橘，2000)。この研究'二|体はスケッチ的なものにとどまる
が，戦略分析の有効性の一つの例証にはなるであろう。
3）この111論的視点を部分的に提示したものとしては，舩棚（1980,1990,1998,2001）
がある。このjql1論枠#１１の水}柵]提示のために，筆者は「社会(lill御過FIIの社会学一第１
部経営システムと支配システム」（北樹出版，近刊）を！(llllll1I1である。
4）ＩＷ略な説lﾘlとしては，船橋（1980,222-227頁）を参１１((。
5）兼者は，以~ﾄのような「|(I:会Ilj'Ⅱill過程の階属性」「複数の社会制御システムの交錯性」
「冊１１御過ＦＩＩに関与する複合三1ｉ体としての行政組織」「システム・主体・アリーナの相互連
関」といった諸主題，illiびに「公共圏論」を柱としながら「社会制御過ｉｌＩｌの社会学一第
２部複数のシステム・=１１体・アリーナの相互連ＩＨＩ」をiWWill1である。
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